
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇
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〇
国
家
公
安
委
員
会
告
示
第
二
十
三
号

道
路
交
通
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
五
年
政
令
第
二
百
七

十
号
）
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
盲
導
犬
の
訓
練
を

目
的
と
す
る
法
人
と
し
て
指
定
し
た
財
団
法
人
九
州
盲
導

犬
協
会
か
ら
名
称
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
盲
導

犬
の
訓
練
を
目
的
と
す
る
法
人
の
指
定
に
関
す
る
規
則

（
平
成
四
年
国
家
公
安
委
員
会
規
則
第
十
七
号
）
第
四
条

第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

平
成
二
十
二
年
七
月
六
日

国
家
公
安
委
員
会
委
員
長

中
井

洽

一

財
団
法
人
九
州
盲
導
犬
協
会
の
名
称

^

変
更
前
の
名
称

財
団
法
人
九
州
盲
導
犬
協
会

_

変
更
後
の
名
称

公
益
財
団
法
人
九
州
盲
導
犬
協

会

二

変
更
の
年
月
日

平
成
二
十
二
年
五
月
十
七
日

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
五
十
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
二
年
七
月
六
日

法
務
大
臣

千
葉

景
子

住
所
埼
玉
県
越
谷
市
北
越
谷
２
丁
目
2
0番
９
号

邱
坤
昭
和
5
0年
６
月
2
0日
生

住
所
鹿
児
島
市
下
伊
敷
３
丁
目
1
6番

2
3号

王
湘
玲
昭
和
3
5年

1
2月

2
8日
生

住
所
東
京
都
新
宿
区
高
田
馬
場
１
丁
目
1
2番
３
号

林
瑞
璋
昭
和
4
0年
９
月
2
8日
生

®
瓊
惠
昭
和
4
5年
９
月
１
日
生

林
明
宏
平
成
1
7年

1
0月

2
1日
生

住
所
東
京
都
G
飾
区
西
新
小
岩
３
丁
目
2
5番
８
号

廖
淳
宇
平
成
1
8年

1
1月
４
日
生

住
所
京
都
市
上
京
区
黒
門
通
椹
木
町
下
る
小
伝
馬
町

5
4
3番
地

劉
佳
玲
昭
和
5
1年

1
1月
８
日
生

住
所
東
京
都
町
田
市
南
大
谷
2
6
4番
地

ˆ
大
富
昭
和
3
9年
８
月
８
日
生

住
所
大
阪
市
中
央
区
高
津
２
丁
目
８
番
1
0
`
6
0
2号

陳
航
昭
和
5
9年
２
月
４
日
生

住
所
東
京
都
杉
並
区
成
田
東
４
丁
目
1
1番

2
2号

朱
雪
珍
昭
和
3
5年

1
2月

1
9日
生

住
所
栃
木
県
宇
都
宮
市
上
戸
祭
町
3
3番
地
５

胡
B
B
昭
和
6
2年

1
0月
２
日
生

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
J

国
家
試
験

平
成
二
十
二
年
度
技
術
士
第
二
次
試
験
の
試

験
会
場
（
文
部
科
学
省
）

J
J

〔
告

示
〕

〇
盲
導
犬
の
訓
練
を
目
的
と
す
る
法
人
の
指

定
に
関
す
る
規
則
第
四
条
第
二
項
の
規
定

に
基
づ
く
告
示
（
国
家
公
安
委
二
三
）

J

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
三
五
〇
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
農
林
水
産
一
〇
一
〇
〜
一
〇
一
四
）

K

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
品
種
登
録
出
願
を
取
り
下
げ
た
件

（
同
一
〇
一
五
）

M

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
七
三
四
）

〇
国
際
航
海
船
舶
及
び
国
際
港
湾
施
設
の
保

安
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
第
二
十
条
第

七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
船
舶
安
全
法
第

二
十
五
条
の
四
十
八
第
一
項
に
基
づ
き
船

級
協
会
の
登
録
を
更
新
し
た
件

（
同
七
三
五
）

〇
土
地
区
画
整
理
事
業
の
関
係
図
書
を
縦
覧

に
供
す
る
件
（
同
七
三
六
）

P

〇
登
録
基
幹
技
能
者
講
習
実
施
機
関
の
登
録

事
項
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
同
七
三
七
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
七
三
八
〜
七
四
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
二
九
七
）

Q

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
同
二
九
八
）

Q

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
代
表
者
の
氏
名
等
を
変
更
し
た
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
〇
一
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
役
員
の
氏
名
を
変
更
し
た
件

（
同
一
〇
二
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
同
一
〇
三
、
一
〇
四
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
七
一
、
一
七
二
）

R

〔
人
事
異
動
〕

内
閣
府

公
正
取
引
委
員
会

金
融
庁

消

費
者
庁

法
務
省

財
務
省

最
高
裁
判
所

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

特
定
商
取
引
に
関
す
る
法
律
及
び
割
賦
販
売

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
五
条
第

十
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
割
賦
販
売
法
第

三
十
四
条
の
二
第
二
項
に
基
づ
く
登
録
の
取

消
し
に
係
る
聴
聞
に
つ
い
て

（
東
北
経
済
産
業
局
）

J
J

中
部
地
方
整
備
局
公
示（
中
部
地
方
整
備
局
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁登

録
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
業
者
の
営

業
の
廃
止
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分

関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
K

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
関
係

L
I

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

L
J

˜
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